平成24年度９月補正予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：母子保健指導費
	事業名: 周産期医療施設設備整備事業費補助金
（地域医療再生臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　         　　　健康福祉部保健医療課母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内2547）
　　　　 E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


補正要求額：2,547千円
（現計予算額：17,640千円　　　　補正後予算額：20,187千円）
	要求内容


	１　要求の内容


  三次周産期医療機関では、２４時間体制で妊産婦の救急搬送に対応する体制を整備している。そのため、リスクの高い妊婦を受入れ、適切な治療を行うことができる環境の整備を行う必要がある。現有の機器のなかには、老朽化が著しいものもあり、現在の医療水準を維持するためには、更新を行う必要があるため、平成２４年度、２５年度は地域医療再生臨時特例基金を活用して、財政的な支援を行う。
　
	２　所要経費


○補助対象経費：周産期医療施設（妊娠22週から出生後7日未満の妊産婦及び児に対し
て医療提供を行う施設）として必要な医療機器等の備品購入費
〇補助対象機関：下記の三次周産期医療機関（補助率：事業費の１／２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	
	事業費
	補助額

	県総合医療センター
	３０，５２３
	１５，２６１

	岐阜大学医学附属病院
	４，７９９
	２，３９９

	県立多治見病院
	５，０５５
	２，５２７

	合計
	４０，３７７
	２０，１８７


	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　１４　子どもを産み育てやすい岐阜県づくりプロジェクト
　　　１　安心して出産ができる医療体制の充実
	２　これまでの取組状況


　平成２０年に５機関を総合周産期母子医療センター及び地域母子医療センターに認定し、三次周産期医療体制を構築した。総合及び地域周産期母子医療センターでは、ＮＩＣＵを有し、２４時間体制でハイリスク妊婦及び新生児に対する高度な医療を提供している。
	３　これまでの取組に対する評価


岐阜県では、総合周産期母子医療センターをはじめ、各地域周産期周産期母子医療センターが、三次周産期医療機関のネットワークを構築し、２４時間体制で対応をしており、高度で適切な治療体制を維持している。今後も体制を維持していくために設備を整備するには各医療機関における負担が大きいため、支援を行っていく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	17,640
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	17,640

	補正
要求額
	2,547
	0
	0
	0
	0
	
0
	0
	0
	2,547

	決定額
	2,547
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,547


